品川区特別区税条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区長　　森　　澤　　恭　　子
　品川区条例第３３号
　　　品川区特別区税条例の一部を改正する条例
　品川区特別区税条例（昭和３９年品川区条例第４８号）の一部を次のように改正する。
第１９条の２第１項第２号中「および第３項」を「から第４号まで」に改め、「（同条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」を削り、同条第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項または第４項」に改める。
第２３条第１項ただし書中「および第２４条の３第１項」を「ならびに第２４条の３第１項および第２項第４号」に改める。
第２４条の２第１項第２号中「除き、合計所得金額」を「除く。次条第１項第２号において同じ。）（合計所得金額」に改め、「次条第１項において同じ。」を削り、同条第５項中「次条第４項」を「次条第５項」に改める。
第２４条の３第１項を次のように改める。
　次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、公的年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、区長に提出しなければならない。
　⑴　所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出しなければならない者
　⑵　法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）の支払を受ける第９条第１項第１号に掲げる者であつて、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。次号および次項第３号において同じ。）（退職手当等（第３６条の２に規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）または扶養親族（年齢１６歳未満の者または控除対象扶養親族であつて退職手当等に係る所得を有する者に限る。）もしくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する者であつて、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）を有する者
　⑶　法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものに限る。）の支払を受ける第９条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９の７の３に定める金額に満たない者を除く。）であつて、障害者、寡婦もしくはひとり親に該当する者または特定配偶者もしくは扶養親族（年齢１６歳未満の者または控除対象扶養親族に限る。）もしくは特定親族（合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）を有する者
　第２４条の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書に」を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による申告書を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。
２　前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。
⑴　公的年金等支払者の名称
⑵　公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障害者またはその他の障害者に該当する場合にはその旨およびその該当する事実ならびに寡婦またはひとり親に該当する場合にはその旨
⑶　特定配偶者の氏名
⑷　扶養親族または特定親族の氏名
⑸　その他施行規則で定める事項
　付則第２条の３を削り、付則第２条の４を付則第２条の３とし、付則第２条の５を付則第２条の４とする。
付則第２条の６中「から令和９年度まで」を「以後」に改め、同条を付則第２条の５とする。
　付則第３条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項または第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。
　付則第３条の５第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和７年」を「令和１２年」に改める。
　付則第３条の６中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項または第４項」に改める。
　付則第１１条第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の２第６項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」に改め、同条に次の１項を加える。
４　第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域または特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項または第２項に規定する優良住宅地等のための譲渡または確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。
　付　則
　（施行期日）
第１条　この条例は、令和９年１月１日から施行する。ただし、第１９条の２第２項の改正規定ならびに付則第３条の２、付則第３条の６および付則第１１条の改正規定は、令和１０年１月１日から施行する。
（区民税に関する経過措置）
第２条　所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の適用がある場合における改正後の品川区特別区税条例（以下「新条例」という。）第１９条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第２号中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第７８条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。
２　新条例第２４条の３第１項および第２項の規定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第２４条の３第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した改正前の第２４条の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。
３　新条例付則第３条の５第１項および第２項の規定は、特別区民税（以下「区民税」という。）の所得割の納税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特例居住用家屋を含む。）もしくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅および同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）もしくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等または当該特例増改築等に係る部分に限る。）または同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、区民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含む。）もしくは既存住宅（同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）もしくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）または同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２１項の規定により同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。
４　新条例付則第１１条第４項の規定は、区民税の所得割の納税義務者が前条ただし書に規定する施行の日以後に行う新条例付則第１１条第１項の土地等の譲渡について適用する。
品川区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区長　　森　　澤　　恭　　子
　品川区条例第３４号
　　　品川区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部を改正する条例
　品川区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和２９年品川区条例第７号）の一部を次のように改正する。
　別表品川区いじめ問題調査委員会の項および品川区いじめ対策委員会の項中「２３，０００円」を「３０，０００円」に、「２０，０００円」を「２３，０００円」に改める。
　　　付　則
　この条例は、公布の日から施行する。

　　品川区立就学前乳幼児教育施設条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
品川区長　　森　　澤　　恭　　子　　
　品川区条例第３５号
　　　品川区立就学前乳幼児教育施設条例の一部を改正する条例
　品川区立就学前乳幼児教育施設条例（平成１５年品川区条例第３５号）の一部を次のように改正する。
　第８条第５項第５号中「もしくは同条第３項の医療型児童発達支援」を削り、「同条第５項」を「同条第４項」に改め、同条第６項中「第１４条の２第１項」を「第１４条第１項」に改め、同条第７項中「第４条第４項」を「第４条第２項第６号」に改める。
　第９条第４項中「３万７，０００円」を「４万３００円」に改める。
　　　付　則
１　この条例は、令和８年１０月１日から施行する。ただし、第８条第５項第５号、第６項および第７項の改正規定は、公布の日から施行する。
２　改正後の第９条第４項の規定は、令和８年１０月以後の月分の預かり保育利用料について適用し、同年９月以前の月分の預かり保育利用料については、なお従前の例による。

　品川区立保育所における時間外保育等に関する条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
品川区長　　森　　澤　　恭　　子　　
　品川区条例第３６号
　　　品川区立保育所における時間外保育等に関する条例の一部を改正する条
　　　例
　品川区立保育所における時間外保育等に関する条例（平成１０年品川区条例第４３号）の一部を次のように改正する。
　第６条中「４５０円」を「４９０円」に改める。
　　　付　則
１　この条例は、令和８年１０月１日から施行する。
２　改正後の第６条の規定は、令和８年１０月以後の月分の預かり保育利用料について適用し、同年９月以前の月分の預かり保育利用料については、なお従前の例による。

　品川区介護保険制度に関する条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区長　　森　　澤　　恭　　子　　
　品川区条例第３７号
　　　品川区介護保険制度に関する条例の一部を改正する条例
　品川区介護保険制度に関する条例（平成１２年品川区条例第１９号）の一部を次のように改正する。
　付則第１０条第１項中「および次条第１項」を「、次条第１項および付則第１２条」に改める。
付則に次の１条を加える。
（令和８年度における前年度非課税者に係る保険料の減免に関する特例）
第１２条　第一号被保険者またはその属する世帯の世帯主および全ての世帯員のうちに令和７年度および令和８年度の各年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていない者で前条の規定により令和８年度分の同法の規定による市町村民税が課されているものとみなされたもの（以下「みなし課税者」という。）がいる場合であって、そのみなされたことにより当該第一号被保険者の同年度分の保険料に係る保険料段階（第１３条第１項各号に掲げる区分をいう。以下同じ。）が、当該みなし課税者に前条の規定の適用がないものとした場合に決定されるべき当該第一号被保険者の令和８年度分の保険料に係る保険料段階（次項において「付則第１１条非適用保険料段階」という。）よりも保険料率の高い保険料段階に決定されたときは、区長は、第２２条第３項の規定にかかわらず、当該第一号被保険者からの申請を要しないで当該第一号被保険者の同年度分の保険料を減免することができる。
２　前項の規定により減免する保険料の額は、当該第一号被保険者について決定された令和８年度分の保険料に係る保険料段階の保険料率により算定した保険料の額と付則第１１条非適用保険料段階の保険料率により算定した保険料の額との差額に相当する額とする。
　　　付　則
　この条例は、公布の日から施行する。

　品川区手数料条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区長　　森　　澤　　恭　　子　　
　品川区条例第３８号
　　　品川区手数料条例の一部を改正する条例
　品川区手数料条例（平成１２年品川区条例第５号）の一部を次のように改正する。
　別表⑷の表２９の項中「同令第３条に規定する薬局製造販売医薬品」を「同法第２条第１７項第３号に規定する医薬品」に改め、同表３４の項中「第１４条第１５項」を「第１４条第１３項」に改める。
別表⑸の表４４の４の項中「第１３７条の１２第６項」を「第１３７条の１２第１１項」に改め、同表４４の５の項中「第１３７条の１２第７項」を「第１３７条の１２第１２項」に改め、同表５６の２の項中「第５条の４の」を「第５条の１４の」に、「第５条の４各号」を「第５条の１４各号」に改め、同表５６の２の２の項中「第５条の６第１項」を「第５条の１６第１項」に、「第５条の６第２項」を「第５条の１６第２項」に、「第５条の４各号」を「第５条の１４各号」に改め、同表５６の２の３の項中「第５条の７第１項」を「第５条の１７第１項」に改め、同表５６の２の４の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号）第２条第１項第６号」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第２条第１項第１１号」に、「施行マンションが」を「建替前マンションまたは滅失したマンション（同項第１号に規定するマンションをいう。以下同じ。）で同項第１３号に規定する再建敷地の上に存していたものが」に、「第２０条の２第９項」を「第２０条の２第８項」に、「第３８条の４第１９項」を「第３８条の４第１８項」に改め、「および」の次に「同法第２条第１項第１４号に規定する再生後マンションが同令第２０条の２第７項および第３８条の４第１９項に規定する基準に適合し、かつ、」を加え、「同法第２条第１項第７号に規定する施行再建マンション」を「当該再生後マンション」に、「当該施行マンション」を「当該建替前マンションもしくは当該滅失したマンション」に、「マンション建替事業施行建築物に関する証明書交付手数料」を「マンション再生事業施行建築物に係る隣接施行敷地権の登記に関する証明書交付手数料」に改め、同項を同表５６の２の５の項とし、同表５６の２の３の項の次に次の１項を加える。　
５６の２の４　マンションの再生等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号）第２条第１項第１４号に規定する再生後マンションが租税特別措置法施行令第２０条の２第７項および第３８条の４第１８項に規定する基準に適合することの証明書の交付	マンション再生
事業施行建築物に係る区分所有権および敷地利用権または敷地共有持分等の取得の登記に関する証明書交付手数料	１通につき４
００円	交付申請
のとき。
別表⑸の表５６の３の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律第２条第１項第９号」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第４条第２項第６号」に、「マンション敷地売却事業」を「マンション等売却事業」に、「同法第１０９条第１項に規定する決議特定要除却認定マンション」を「マンション」に改め、「土地」の次に「または同法第２条第１項第２３号に規定する売却敷地」を加え、「同法第２条第１項第１号に規定する」を削り、「第２０条の２第１１項」を「第２０条の２第９項」に、「第３８条の４第１９項」を「第３８条の４第１７項」に、「マンション敷地売却事業施行マンションに関する証明書交付手数料」を「マンション等売却事業施行マンションに関する証明書交付手数料」に改め、同表５６の４の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律第２条第１項第９号」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第４条第２項第６号」に、「マンション敷地売却事業に係る同法第１０９条第１項に規定する決議特定要除却認定マンション」を「マンション等売却事業に係るマンション」に改め、「土地」の次に「または同法第２条第１項第２３号に規定する売却敷地」を加え、「第１３条の３第５項第２号」を「（昭和３２年大蔵省令第１５号）第１３条の３第６項第２号」に、「第２１条の１９第６項第２号」を「第２１条の１９第７項第２号」に、「マンション敷地売却事業施行施設に関する証明書交付手数料」を「マンション等売却事業施行施設に関する証明書交付手数料」に改め、同表５６の５の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律第２条第１項第９号」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第４条第２項第６号」に、「マンション敷地売却事業」を「マンション等売却事業または同法第２条第１項第１９号に規定するマンション除却敷地売却事業」に、「同法第１０９条第１項に規定する決議特定要除却認定マンション」を「マンション」に、「当該決議特定要除却認定マンション」を「当該マンション」に改め、「マンションの建替え等の円滑化に関する法律第２条第１項第１号に規定する」を削り、「決議特定要除却認定マンションに関する証明書交付手数料」を「売却等マンションに関する証明書交付手数料」に改め、同表５６の６の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律」に、「第２条第１項第６号」を「第７条第２号」に、「施行マンション」を「再生前マンション」に、「同項第１４号」を「同法第２条第１項第３０号」に、「または同項第１９号に規定する敷地利用権」を「もしくは同項第３５号に規定する敷地利用権または同項第１３号に規定する再建敷地の同法第５条第２項第２号に規定する敷地共有持分等」に、「マンション建替事業に伴い」を「マンション再生事業に伴い」に、「当該マンション建替事業」を「当該マンション再生事業」に、「施行再建マンション」を「再生後マンション」に改め、「（昭和３２年大蔵省令第１５号）」を削り、「マンション建替事業に係る区分所有権または敷地利用権の取得の登記に関する証明書交付手数料」を「マンション再生事業に係る区分所有権もしくは敷地利用権または敷地共有持分等の取得の登記に関する証明書交付手数料」に改め、同表５６の７の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律」に、「マンション建替組合の法人に関する資格証明書交付手数料」を「マンション再生組合の法人に関する資格証明書交付手数料」に改め、同表５６の８の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律」に、「マンション建替事業」を「マンション再生事業」に、「施行再建マンション」を「再生後マンション」に、「権利変換手続開始の登記に関する証明書交付手数料」を「マンション再生事業に係る権利変換手続開始の登記に関する証明書交付手数料」に改め、同表５６の９の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律」に、「マンション建替事業」を「マンション再生事業」に、「施行再建マンション」を「再生後マンション」に、「権利変換後の土地に関する権利について必要な登記に関する証明書交付手数料」を「マンション再生事業に係る権利変換後の土地に関する権利について必要な登記に関する証明書交付手数料」に改め、同表５６の１０の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１０５条第１項」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６３条の５９第１項」に改め、「建築物の容積率」の次に「または各部分の高さ」を加え、「要除却認定マンションの建替えにより新たに建築されるマンションの容積率の特例許可申請手数料」を「要除却認定マンションの建替えにより新たに建築されるマンションまたは要除却等認定マンションの更新がされるマンションの容積率または各部分の高さの特例許可申請手数料」に改め、同表５６の１１の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１１６条」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第１０９条」に、「第１２４条第１項」を「第１２１条第１項」に、「第２条第１項第１０号」を「第４条第２項第７号」に、「売却マンション」を「売却等マンション」に、「同項第１４号」を「同法第２条第１項第３０号」に、「または同項第１９号に規定する敷地利用権」を「もしくは同項第３５号に規定する敷地利用権または同項第２３号に規定する売却敷地の同法第５条第２項第２号に規定する敷地共有持分等」に、「マンション敷地売却事業に伴い」を「マンション等売却事業に伴い」に、「マンション敷地売却事業に係る区分所有権または敷地利用権の取得の登記に関する証明書交付手数料」を「マンション等売却事業に係る区分所有権もしくは敷地利用権または売却敷地の敷地共有持分等の取得の登記に関する証明書交付手数料」に改め、同表５６の１２の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１２０条第１項」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第１１３条第１項」に、「マンション敷地売却組合の法人に関する資格証明書交付手数料」を「マンション等売却組合の法人に関する資格証明書交付手数料」に改め、同表５６の１３の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律」に、「マンション敷地売却事業」を「マンション等売却事業」に改め、同表５６の１４の項中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律」に、「規定する権利消滅期日後の売却マンションおよびその敷地」を「規定する権利消滅期日後の売却等マンションおよびその敷地または売却敷地」に、「マンション敷地売却事業」を「マンション等売却事業」に、「権利消滅期日後の売却マンションおよびその敷地に関する権利について必要な登記に関する証明書交付手数料」を「権利消滅期日後の売却等マンションおよびその敷地または売却敷地に関する権利について必要な登記に関する証明書交付手数料」に改め、同項の次に次の６項を加える。
５６の１５　マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６３条の２に規定する組合が同法第１６３条の１４の規定により取得する同法第２条第１項第２６号に規定する除却マンションの同項第３０号に規定する区分所有権または同項第３５号に規定する敷地利用権の取得の登記が租税特別措置	マンション除却事業に係る区分所有権または敷地利用権の取得の登記に関する証明書交付手数料	１通につき４００円	交付申請のとき。
法第７６条第３項に規定するマンション除却事業に伴い受けるものであることの証明書の交付			
５６の１６　マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６３条の６第１項の規定による認可を受けた組合であること、同法第１６３条の１３第１項の規定により公告された組合の理事長であることならびに届け出ている法人および理事長の印鑑の証明に係る証明書の交付	マンション除却組合の法人に関する資格証明書交付手数料	１通につき４００円	交付申請のとき。
５６の１７　マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６３条の３３第１項に規定する補償金支払手続開始の登記が租税特別措置法第７６条第３項に規定するマンション除却事業に伴い受けるものであることの証明書の交付	補償金支払手続開始の登記に関する証明書交付手数料	１通につき４００円	交付申請のとき。
５６の１８　マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６８条第１項の規定による認可を受けた組合であること、同法第１７３条第１項の規定により公告された組合の理事長であることならびに届け出ている法人および理事長の印鑑の証明に係る証明書の交付	敷地分割組合の法人に関する資格証明書交付手数料	１通につき４００円	交付申請
のとき。
５６の１９　マンションの再生等の円滑化に関する法律第１８９条第１項に規定する敷地権利変換手続開始の	敷地分割事業に係る敷地権利変換手続開始の登記に関する証明	１通につき４００円	交付申請のとき。
登記が租税特別措置法第７６条第４項に規定する敷地分割事業に伴い受けるものであることおよび租税特別措置法施行規則第２８条第４項第１号に定める事項に関する証明書の交付書交付手数料		
５６の２０　マンションの再生等の円滑化に関する法律第２０４条第１項に規定する敷地権利変換後の土地に関する権利について必要な登記が租税特別措置法第７６条第４項に規定する敷地分割事業に伴い受けるものであることおよび租税特別措置法施行規則第２８条第４項第２号に定める事項に関する証明書の交付	敷地分割事業に係る敷地権利変換後の土地に関する権利について必要な登記に関する証明書交付手数料	１通につき４００円	交付申請のとき。
付　則
この条例は、公布の日から施行する。

　品川区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区長　　森　　澤　　恭　　子
　品川区条例第３９号
　　　品川区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例
　品川区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１４年品川区条例第３９号）の一部を次のように改正する。
　別表第１地区整備計画および防災街区整備地区整備計画の部に次のように加える。

大崎駅東口第４地区地区整備計画	都市計画法第２０条第１項の規定により告示された大崎駅東口第４地区地区計画（令和８年東京都告示第５０号）の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

別表第２に次のように加える。

大崎駅東口第４地区地区整備計画	Ａ地区	法別表第２（ぬ）項（同項第２号の規定を除く。）に掲げる建築物ならびに風営法第２条第１項および第５項に規定する営業の用に供する建築物	１０分の７５	 １０分の４０	１０分の６。ただし、法第５３条第３項の規定を適用する場合は、この限りでない。	２，０００平方メートル		５，０００平方メートル	計画図に示す壁面の位置の数値。ただし、歩行者の回遊性および利便性の向上ならびに円滑な交通ネットワークの形成に資する歩行者デッキ、階段、エスカレーター、エレベーター等に類する用途に供する建築物の部分等ならびにそれを支える柱その他これらに類するもの、歩行者の快適性および安全性の確保のために設ける屋根、柵、標識等ならびに環境向上のために設ける案内板、植栽帯、ベンチ等その他これらに類する用途に供するものならびに道路と接続する車路その他これらに類する用途に供するものについては、この限りでない。	１４３．６メートル（Ｔ．Ｐ．からの高さとする。）
																				
Ｂ地区	法別表第２（ぬ）項に掲げる建築物ならびに風営法第２条第１項および第５項に規定する営業の用に供する建築物	１０分の７０	１０分の４０	１０分の６。ただし、法第５３条第３項の規定を適用する場合は、この限りでない。	２，０００平方メートル	５，０００平方メートル	計画図に示す壁面の位置の数値。ただし、歩行者の回遊性および利便性の向上ならびに円滑な交通ネットワークの形成に資する歩行者デッキ、階段、エスカレーター、エレベーター等に類する用途に供する建築物の部分等ならびにそれを支える柱その他これらに類するもの、歩行者の快適性および安全性の確保のために設ける屋根、柵、標識等ならびに環境向上のために設ける案内板、植栽帯、ベンチ等その他これらに類する用途に供するものならびに道路と接続する車路その他これらに類する用途に供するものについては、この限りでない。	１４３．３メートル（Ｔ．Ｐ．からの高さとする。）
	
Ｃ地区	法別表第２（ぬ）項（同項第２号の規定を除く。）に掲げる建築物ならびに風営法第２条第１項および第５項に規定する営業の用に供する建築物	１０分の２５	１０分の１０	１０分の６。ただし、法第５３条第３項の規定を適用する場合は、この限りでない。	１，０００平方メートル	２，０００平方メートル	計画図に示す壁面の位置の数値。ただし、歩行者の回遊性および利便性の向上ならびに円滑な交通ネットワークの形成に資する歩行者デッキ、階段、エスカレーター、エレベーター等に類する用途に供する建築物の部分等ならびにそれを支える柱その他これらに類するもの、歩行者の快適性および安全性の確保のために設ける屋根、柵、標識等ならびに環境向上のために設ける案内板、植栽帯、ベンチ等その他これらに類する用途に供するものならびに道路と接続する車路その他これ	らに類する用途に供するものについては、この限りでない。	３８．８メートル（Ｔ．Ｐ．からの高さとする。）
											
Ｄ地区	法別表第２（ぬ）項（同項第２号の規定を除く。）に掲げる建築物ならびに風営法第２条第１項および第５項に規定する営業の用に供する建築物		１０分の７０１０分の４０	１０分の６。ただし、法第５３条第３項の規定を適用する場合は、この限りでない。	２，０００平方メートル	５，０００平方メートル	計画図に示す壁面の位置の数値。ただし、歩行者の回遊性および利便性の向上ならびに円滑な交通ネットワークの形成に資する歩行者デッキ、階段、エスカレーター、エレベーター等に類する用途に供する建築物の部分等ならびにそれを支える柱その他これらに類するもの、歩行者の快適性および安全性の確保のために設ける　屋	根、柵、標識等ならびに環境向上のために設ける案内板、植栽帯、ベンチ等その他これらに類する用途に供するものならびに道路と接続する車路その他これらに類する用途に供するものについては、この限りでない。	１４２．５メートル（Ｔ．Ｐ．からの高さとする。）	
										Ｅ地区	法別表第２（ぬ）項に掲げる建築物ならびに風営法第２条第１項および第５項に規定する営業の用に供する建築物	２，０００平方メートル		計画図に示す壁面の位置の数値。ただし、歩行者の回遊性および利便性の向上ならびに円滑な交通ネットワークの形成に資する歩行者デッキ、階段、エスカレーター、エレベーター等に類する用途に供する建築物の部分等ならびにそれを支える柱その他これらに類するもの、歩行者の快適性および安全性の確保のために設ける　屋根　、柵、標識等ならびに環境向上のために設ける案内板、植栽帯、ベンチ等その他これらに類する用途に供するものならびに道路と接続する車路その他これらに類する用途に供するものについては、この限りでない。	１４３．３メートル（Ｔ．Ｐ．からの高さとする。）
　付　則
　この条例は、公布の日から施行する。

　品川区文化財保護条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区長　　森　　澤　　恭　　子　　
　品川区条例第４０号
　　　品川区文化財保護条例の一部を改正する条例
　品川区文化財保護条例（昭和５２年品川区条例第１８号）の一部を次のように改正する。

　目次中	「第６章　品川区文化財保護審議会（第３７条－第４６条）
　第７章　雑則（第４７条－第５０条）　　　　　　　　　」	を	「第
　第
　第


６章　区登録文化財（第３７条－第５７条）
７章　品川区文化財保護審議会（第５８条－第６８条）
８章　雑則（第６９条－第７２条）　　　　　　　　　」	に改める。

　第１条中「第９８条第２項」を「第１８２条第２項および第３項」に改め、「のうち、区にとつて重要なもの」を削る。
　第２条第３号中「民俗芸能」の次に「、民俗技術」を加え、同条第４号中「古墳」の次に「、都城跡、城跡」を加え、「橋りよう」を「橋梁(りょう)、峡谷、海浜、山岳」に、「植物」を「動物（生息地、繁殖地および渡来地を含む。）、植物（自生地を含む。）」に改め、同条に次の１項を加える。
２　この条例で「管理責任者」とは、専ら文化財の所有者に代わり当該文化財の管理の責に任ずる者をいう。
　第３条の見出しを「（区、区民等の責務）」に改め、同条第２項中「区民は」の次に「、区との協働により」を加え、「誠実に」を削る。
　第４条第１項中「重要文化財に指定されたもの」の次に「（以下「重要文化財」という。）」を、「東京都指定有形文化財に指定されたもの」の次に「（以下「都指定有形文化財」という。）」を加える。
　第５条第３項中「法第２７条第１項の規定による重要文化財の指定があつたときまたは都条例第４条第１項の規定による東京都指定有形文化財」を「重要文化財または都指定有形文化財」に、「、解除された」を「解除された」に改める。
　第６条第２項中「専ら自己に代わり」を削り、「の管理の責に任ずべき者（以下「管理責任者」という。）」を「について管理責任者」に改め、同条第４項中「管理責任者」を「第２項の規定により選任された管理責任者」に改める。
　第１３条第１項中「この条において」を削る。
　第２０条第１項中「第５６条の３第１項」を「第７１条第１項」に改め、「重要無形文化財に指定されたもの」の次に「（以下「重要無形文化財」という。）」を、「東京都指定無形文化財に指定されたもの」の次に「（以下「都指定無形文化財」という。）」を加える。
　第２１条第２項中「保持者が」を「区指定無形文化財の保持者が」に、「保持団体が」を「区指定無形文化財の保持団体が」に改め、同条第４項中「法第５６条の３第１項の規定による重要無形文化財の指定があつたときまたは都条例第２０条第１項の規定による東京都指定無形文化財」を「重要無形文化財または都指定無形文化財」に、「、解除された」を「解除された」に改め、同条第６項中「保持者が」を「区指定無形文化財の保持者が」に、「保持者の」を「区指定無形文化財の保持者の」に改める。
　第２２条中「保持者が」を「区指定無形文化財の保持者が」に、「保持者または」を「当該保持者または」に、「保持団体が名称」を「区指定無形文化財の保持団体が名称」に改める。
　第２３条第１項中「保持者」を「区指定無形文化財の保持者」に改める。
　第２６条第１項中「第５６条の１０第１項」を「第７８条第１項」に改め、「重要有形民俗文化財に指定されたもの」の次に「（以下「重要有形民俗文化財」という。）」を、「東京都指定有形民俗文化財に指定されたもの」の次に「（以下「都指定有形民俗文化財」という。）」を、「重要無形民俗文化財に指定されたもの」の次に「（以下「重要無形民俗文化財」という。）」を、「東京都指定無形民俗文化財に指定されたもの」の次に「（以下「都指定無形民俗文化財」という。）」を加える。
　第２７条第４項中「法第５６条の１０第１項の規定による」を削り、「の指定があつたときまたは都条例第２６条第１項の規定による東京都指定有形民俗文化財もしくは東京都指定無形民俗文化財」を「または都指定有形民俗文化財もしくは都指定無形民俗文化財」に、「、解除された」を「解除された」に改める。
　第３３条第１項中「第６９条第１項」を「第１０９条第１項」に改め、「または天然記念物に指定されたもの」の次に「（以下「史跡名勝天然記念物」という。）」を、「東京都指定史跡旧跡名勝天然記念物に指定されたもの」の次に「（以下「都指定史跡旧跡名勝天然記念物」という。）」を加える。
　第３４条第２項中「法第６９条第１項の規定による史跡、名勝もしくは天然記念物の指定があつたときまたは都条例第３３条第１項の規定による東京都指定史跡旧跡名勝天然記念物の指示」を「史跡名勝天然記念物または都指定史跡旧跡名勝天然記念物の指定」に、「、解除された」を「解除された」に改める。
　第３５条中「次条で準用する第６条第２項の規定により選任した」を削る。
　第５０条を第７２条とし、同条の前に次の１条を加える。
　（申出）
第７１条　何人も、区と密接な関係のある文化財と思料されるものについて、委員会に対し、区指定文化財の指定および区登録文化財の登録に係る申出をすることができる。
　第４９条を第７０条とし、第４８条を削る。
　第４７条中「区指定史跡名勝天然記念物」の次に「ならびに区登録有形文化財等」を加え、「区指定の」を削り、同条を第６９条とする。
　第７章を第８章とする。
　第４６条を第６８条とし、第４１条から第４５条までを２２条ずつ繰り下げ、第４０条を第６２条とし、同条の前に次の１条を加える。
　（審議会への意見聴取）
第６１条　委員会は、区登録文化財の登録およびその登録の解除をしようとするときは、あらかじめ審議会に意見を聴かなければならない。
　第３９条を第６０条とする。
　第３８条中「諮問」の次に「または意見聴取」を加え、同条を第５９条とする。
　第３７条を第５８条とする。
　第６章を第７章とする。
　第５章の次に次の１章を加える。
　第６章　区登録文化財
　（登録）
第３７条　委員会は、区の区域内に存する文化財（次に掲げるものを除く。）であつて、委員会が別に定める基準に基づきその文化財としての価値に鑑み保存および活用のための措置が特に必要と認めたものを、品川区登録文化財（以下「区登録文化財」という。）として品川区登録文化財台帳に登録することができる。
　⑴　この条例の規定により指定された文化財（以下「区指定文化財」という。） として次に掲げるもの
　　ア　区指定有形文化財
　　イ　区指定無形文化財
　　ウ　区指定有形民俗文化財
　　エ　区指定無形民俗文化財
　　オ　区指定史跡名勝天然記念物
　⑵　法の規定により指定された文化財として次に掲げるもの
　　ア　重要文化財
　　イ　重要無形文化財
　　ウ　重要有形民俗文化財
　　エ　重要無形民俗文化財
　　オ　史跡名勝天然記念物
　⑶　法の規定により登録された文化財として次に掲げるもの
　　ア　法第５７条第１項の規定により登録された有形文化財
　　イ　法第７６条の７第１項の規定により登録された無形文化財
　　ウ　法第９０条第１項の規定により登録された有形の民俗文化財
　　エ　法第９０条の５第１項の規定により登録された無形の民俗文化財
　　オ　法第１３２条第１項の規定により登録された記念物
　⑷　都条例の規定により指定された文化財として次に掲げるもの
　　ア　都指定有形文化財
　　イ　都指定無形文化財
　　ウ　都指定有形民俗文化財
　　エ　都指定無形民俗文化財
　　オ　都指定史跡旧跡名勝天然記念物
２　区登録文化財の種類は、次に掲げるものとする。
　⑴　品川区登録有形文化財（以下「区登録有形文化財」という。）
　⑵　品川区登録無形文化財（以下「区登録無形文化財」という。）
　⑶　品川区登録有形民俗文化財（以下「区登録有形民俗文化財」という。）
　⑷　品川区登録無形民俗文化財（以下「区登録無形民俗文化財」という。）
　⑸　品川区登録記念物（以下「区登録記念物」という。）
３　第１項の規定による区登録文化財の登録には、次の各号に掲げる区登録文化財の種類に応じ、当該各号に定める規定を準用する。
　⑴　区登録有形文化財、区登録有形民俗文化財および区登録記念物（以下「区登録有形文化財等」という。）　第４条第２項から第５項まで（この場合において、同項中「指定書」とあるのは、「登録書」と読み替えるものとする。）
　⑵　区登録無形文化財　第２０条第２項から第５項まで
　⑶　区登録無形民俗文化財　第２６条第３項および第４項
　（解除）
第３８条　区登録文化財についてその保存および活用のための措置を講ずる必要がなくなつた場合その他特殊の事由があるときは、委員会は、その登録を解除することができる。
２　前項の規定による区登録文化財の登録の解除には、次の各号に掲げる区登録文化財の種類に応じ、当該各号に定める規定を準用する。
　⑴　区登録有形文化財等　第５条第２項および第５項（この場合において、同項中「指定書」とあるのは、「登録書」と読み替えるものとする。）
　⑵　区登録無形文化財　第２１条第３項
　⑶　区登録無形民俗文化財　第２７条第３項および第７項
３　区登録文化財について、前条第１項第１号、第２号もしくは第４号に掲げるものの指定または同項第３号に掲げるものの登録があつたときは、当該区登録文化財の登録は解除されたものとする。
４　前項の規定による区登録文化財の登録の解除には、次の各号に掲げる区登録文化財の種類に応じ、当該各号に定める規定を準用する。
　⑴　区登録有形文化財等　第５条第４項および第５項（この場合において、同項中「指定書」とあるのは、「登録書」と読み替えるものとする。）
　⑵　区登録無形文化財　第２１条第５項
　⑶　区登録無形民俗文化財　第２７条第６項および第７項
５　第２１条第２項および第６項の規定は、区登録無形文化財の保持者および保持団体について準用する。
６　前項で準用する第２１条第２項の規定による区登録無形文化財の保持者または保持団体の認定の解除は、その旨を告示するとともに、当該区登録無形文化財の保持者または保持団体の代表者に通知してする。
　（所有者の管理義務および管理責任者）
第３９条　区登録有形文化財等の所有者は、この条例ならびに委員会規則およびこの条例に基づいてする委員会の指示に従い、区登録有形文化財等を管理しなければならない。
２　区登録有形文化財等の所有者は、特別の事由があるときは、当該区登録有形文化財等について管理責任者を選任することができる。
３　前項の規定により管理責任者を選任したときは、所有者は、速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。管理責任者を解任した場合も同様とする。
４　第２項の規定により選任された管理責任者には、第１項の規定を準用する。
　（所有者の変更等）
第４０条　区登録有形文化財等の所有者が変更したときは、新所有者は、速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。
２　区登録有形文化財等の所有者または管理責任者は、その氏名もしくは名称または住所を変更したときは、速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。
　（保持者の氏名変更等）
第４１条　区登録無形文化財の保持者が氏名もしくは住所を変更し、または死亡したときその他委員会規則の定める事由があるときは、当該保持者またはその相続人は、速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。区登録無形文化財の保持団体が名称、事務所の所在地もしくは代表者を変更し、構成員に異動を生じ、または解散したときも、代表者（保持団体が解散した場合にあつては、代表者であつた者）について、同様とする。
　（滅失、き損等）
第４２条　区登録有形文化財等の全部または一部が滅失し、もしくはき損し、またはこれを亡失し、もしくは盗み取られたときは、所有者（管理責任者がある場合は、その者）は、速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。
　（所在の変更）
第４３条　区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財の所在の場所を変更しようとするときは、所有者（管理責任者がある場合は、その者）は、あらかじめその旨を委員会に届け出なければならない。ただし、委員会規則で定める場合には、届出を要せず、または所在の場所を変更した後届け出ることをもつて足りる。
　（土地の所在等の異動の届出）
第４４条　区登録記念物の指定地域内の土地について、その土地の所在、地番、地目または地積に異動があつたときは、所有者（管理責任者がある場合は、その者）は、速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。
　（管理または修理の補助）
第４５条　区登録有形文化財等の管理または修理につき多額の経費を要し、所有者がその負担に堪えない場合その他特別の事情がある場合には、区は、その経費の一部に充てさせるため、当該所有者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することができる。
２　前項の規定により補助金を交付する場合には、第１０条第２項および第１１条の規定を準用する。
　（管理または修理に関する勧告）
第４６条　区登録有形文化財等の管理が適当でないため当該区登録有形文化財等が滅失し、き損し、または盗み取られるおそれがあると認められるときは、委員会は、所有者または管理責任者に対し、管理方法の改善、保存施設の設置その他管理に関し必要な措置を勧告することができる。
２　区登録有形文化財等がき損している場合において、その保存のため必要があると認めるときは、委員会は、所有者に対しその修理について必要な勧告をすることができる。
３　前２項の規定による勧告に基づいてする措置または修理のために要する費用は、予算の範囲内でその全部または一部を区の負担とすることができる。
４　前項の規定により区が費用の全部または一部を負担する場合には、第１０条第２項および第１１条の規定を準用する。
　（有償譲渡の場合の納付金）
第４７条　区が修理等につき第４５条第１項の規定により補助金を交付し、または前条第３項の規定により費用を負担した区登録有形文化財等のその当時における所有者またはその相続人、受遺者もしくは受贈者は、補助または費用負担に係る修理等が行われた後当該区登録有形文化財等を有償で譲り渡した場合においては、当該補助金または負担金の額の合計額から当該修理等が行われた後当該区登録有形文化財等の修理等のため自己の費した金額を控除して得た金額を区に納付しなければならない。
２　第１３条第２項の規定は、前項の場合について準用する。
３　補助または費用負担に係る修理等が行われた後、当該区登録有形文化財等を区に譲り渡した場合その他特別の事情がある場合には、区は、第１項の規定により納付すべき金額の全部または一部の納付を免除することができる。
　（保存）
第４８条　委員会は、区登録無形文化財の保存のため必要があると認めるときは、区登録無形文化財について自ら記録の作成、伝承者の養成その他その保存のため適当な措置をとることができるものとし、区は、区登録無形文化財の保持者または保持団体その他その保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。
２　委員会は、区登録無形民俗文化財の保存のため必要があると認めるときは、区登録無形民俗文化財について自ら記録の作成その他その保存のため適当な措置をとることができるものとし、区は、その保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。
３　前２項の規定により補助金を交付する場合には、第１０条第２項および第１１条の規定を準用する。
　（現状変更の届出等）
第４９条　区登録有形文化財または区登録記念物に関しその現状を変更し、またはその保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、所有者は、あらかじめその旨を委員会に届け出なければならない。ただし、第４５条第１項の規定による補助金の交付または第４６条第２項の規定による勧告を受けて修理を行う場合は、この限りでない。
２　区登録有形文化財または区登録記念物の保護上必要があると認めるときは、委員会は、前項の届出に係る現状変更または保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。
　（区登録有形民俗文化財の保護）
第５０条　区登録有形民俗文化財に関しその現状を変更し、またはその保存に影響を及ぼす行為をしようとする者は、あらかじめその旨を委員会に届け出なければならない。
２　区登録有形民俗文化財の保護上必要があると認めるときは、委員会は、前項の届出に係る現状変更または保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。
　（公開）
第５１条　委員会は、区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財の所有者に対し、６カ月以内の期間を限つて、委員会の行う公開の用に供するため当該区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財を出品することを勧告することができる。
２　委員会は、区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財の所有者に対し、３カ月以内の期間を限つて、当該区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財の公開を勧告することができる。
３　第１項の規定による出品のために要する費用は、区の負担とし、前項の規定による公開のために要する費用は、予算の範囲内でその全部または一部を区の負担とすることができる。
４　区は、第１項の規定により出品した所有者に対し、謝礼金を支給することができる。
５　委員会は、第１項の規定により区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財が出品されたときは、その職員のうちから当該区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財の管理の責に任ずべき者を定めなければならない。
６　委員会は、第２項の規定による公開および当該公開に係る区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財の管理に関し必要な指示をするとともに、必要があると認めるときは、当該管理について指揮監督することができる。
７　第１項または第２項の規定により出品し、または公開したことに起因して当該区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財が滅失し、またはき損したときは、区は、所有者に対しその通常生ずべき損失を補償する。ただし、所有者の責に帰すべき事由によつて滅失し、またはき損した場合は、この限りでない。
８　第３項の規定により区が費用の全部または一部を負担する場合には、第１１条の規定を準用する。
第５２条　前条第２項の規定による公開の場合を除き、区登録有形文化財または区登録有形民俗文化財の所在の場所を変更してこれを公衆の観覧に供するため第４３条の規定による届出があつた場合には、前条第６項の規定を準用する。
第５３条　委員会は、区登録無形文化財の保持者または保持団体に対し区登録無形文化財の公開を、区登録無形文化財の記録の所有者に対しその記録の公開を勧告することができる。
２　前項の規定による区登録無形文化財の公開には、第１６条第３項後段、第６項および第８項の規定を準用する。
３　区は、第１項の規定による区登録無形文化財の記録の公開に要する費用の一部を予算の範囲内で負担することができる。
４　前項の規定により区が費用の一部を負担する場合には、第１０条第２項および第１１条の規定を準用する。
第５４条　委員会は、区登録無形民俗文化財の記録の所有者に対し、その記録の公開を勧告することができる。
２　前項の規定による公開には、第２４条第３項および第４項の規定を準用する。
　（保存に関する助言等）
第５５条　委員会は、区登録無形文化財にあつては当該区登録無形文化財の保持者または保持団体その他その保存に当たることを適当と認める者に対し、区登録無形民俗文化財にあつては当該区登録無形民俗文化財の保存に当たることを適当と認める者に対し、それらの保存のために必要な助言または勧告をすることができる。
　（調査）
第５６条　委員会は、必要があると認めるときは、区登録有形文化財等の所有者または管理責任者に対し、当該区登録有形文化財等の現状または管理もしくは修理の状況につき報告を求めることができる。
　（所有者変更に伴う権利義務の承継）
第５７条　区登録有形文化財等の所有者が変更したときは、新所有者は、当該区登録有形文化財等に関しこの条例に基づいてする委員会の勧告、指示その他の処分による旧所有者の権利義務を承継する。
２　前項の場合には、旧所有者は、当該区登録有形文化財等の引渡しと同時にその登録書を新所有者に引き渡さなければならない。
　　　付　則
　この条例は、令和８年８月１日から施行する。
品川区立学校の学校医、学校歯科医および学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区長　　森　　澤　　恭　　子　　
　品川区条例第４１号
　　　品川区立学校の学校医、学校歯科医および学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例
　品川区立学校の学校医、学校歯科医および学校薬剤師の公務災害補償に関する条例（平成１４年品川区条例第１９号）の一部を次のように改正する。

　別表中		１４，１７５円	１４，１７５円	１６，４６７円	１７，４９６円		を


	１４，３９７円	１５，１９８円	１７，２５９円	１７，９３７円		に改める。

　　　付　則
　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２　改正後の品川区立学校の学校医、学校歯科医および学校薬剤師の公務災害補償に関する条例（以下「改正後の条例」という。）別表の規定は、令和８年４月１日（以下「適用日」という。）以後に支給すべき事由が生じた公務災害補償ならびに適用日前に支給すべき事由が生じた傷病補償年金、障害補償年金および遺族補償年金で適用日以後の期間について支給すべきものの補償基礎額について適用し、適用日前に支給すべき事由が生じたその他の公務災害補償の補償基礎額については、同表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
３　適用日からこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間において、改正前の品川区立学校の学校医、学校歯科医および学校薬剤師の公務災害補償に関する条例別表の規定に基づく傷病補償年金、障害補償年金および遺族補償年金（適用日から施行日の前日までの間に係る分に限る。）ならびに同表の規定に基づく休業補償、障害補償一時金、遺族補償一時金および葬祭補償（適用日から施行日の前日までの間に支給すべき事由が生じたものに限る。）として支払われた金額は、これらに相当する改正後の条例の規定に基づく公務災害補償の内払とみなす。

　品川区立幼稚園条例の一部を改正する条例を公布する。
　　令和８年７月１０日
品川区長　　森　　澤　　恭　　子　　
　品川区条例第４２号
　　　品川区立幼稚園条例の一部を改正する条例
　品川区立幼稚園条例（昭和４１年品川区条例第３１号）の一部を次のように改正する。
　第５条第４項中「４５０円」を「４９０円」に改める。
　　　付　則
１　この条例は、令和８年１０月１日から施行する。
２　改正後の第５条第４項の規定は、令和８年１０月以後の月分の預かり保育利用料について適用し、同年９月以前の月分の預かり保育利用料については、なお従前の例による。

